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第5章 高度情報通信社会をめざして

21世 紀 のマルチ メデ ィア時代 に向 けて、 ボーダ レス化 が進 展す る中、我 が国の経 済力 を維蒔 ・

向上 し、かつ情報通信の多様 な可能 性を生 か して、利 用者 の利益 の向上 を図っ てい くた めには、

国際的 な動 向を も踏 まえつつ、我が国の情 報通信市場 の一層 の活i生化 を促進 してい く必要があ り、

次の よ うな課題 に対 して、適切 な対応 が求 め られ る。

第1節 公正で、活力ある情報通信市場の創出

1公 正有効 競争基盤の整備

第1部 第4章 第2節 で概観 した よ うに、昭和60年 の電気通信改革 に よる競争導 入以来、電気通

信市場 には新 第一種電気通信事業者、第二種電気通信事業者等併せ て2,000社 を超 える事業者が新

たに参入 し、事業者 間の競争 によ り料 金の低廉 化 やサー ビスの多様化 が実現 して きてい る。また、

放送分野 において も、 この10年 間、衛星放送 や都 市型 ケーブル テ レビを中心 に新事業者 が多数参

入 し、 多様 なサー ビスを提供 して いる。 この よ うに、我 が国の情報 通信 市場 は飛躍的 に成長 して

いる。

ところが、中継系新事業者 や第二種 電気通信事業者 な ど、NTT以 外の電気通信事業者がサー

ビスを提供 す るに当っては、多 くの場 合、競争者で あ るNTTの 地域網 に依 存せ ざ るを得 ない特

異 な市場構造 となってい る。 この ように、 い まだNTTと その他 の電気通信 事業者 との間の競争

条件 は対等 とはい えず、例 えば、 中継 系新事業 者 に よるフレー ム リレーサー ビスやVPNサ ービ

スの提供 の前提 とな る、 これ らの事業者 とNTT地 域網 との接続 につ いて、事業者間 の接続協議

が不調 に終 わ り、郵政大 臣 に対 して回線接続協 定の締 結命令 の申立 てが提起 され るな ど、公正有

効競争条件 に係 る対立 も顕在化 してい る。

今後、我が国の情報通信 市場 にお いて は、マルチ メデ ィア時代 に向 けて、一層 多様 な事業者が

参入 し、変容す る利用者 ニーズ に対応 した多様 な情報 通信 サー ビスを提供 してい くこ ととなると

考 え られ る・ このため、低廉 かつ高 品質 な情報通信 サー ビスが提 供 され る情報 通信市場 の実現に

向 けて・ ローカルボ トルネ ックの解消、事業者 間接続 の円滑化等 の公正有効 競争基盤 の整備 を進

鰯



第1節 公正 で、 活 力あ る情 報 通信 市場 の 創川'…

めてい く必要があ る とともに、各事業者 が活 発 な競争 を繰 り広 げ、 マノレチ メデ ィア時 代の異業種

間の連携、新 しいビジネ ス創造の核 た る事業者 として発展 してい くこ とが 重要で あ る。

このため、郵政 省 にお いては、2年3月 に決 定 された 「日本電信電話株式会社法附111」第2条 に

基づ き講ず る措置」や事業者 間接続 のルールの明確化 に向 けた取組等 を推進 してい る。

2地 域情報通信分野の競争促進

前章で概観 した よ うに、米 国 にお いては、マノレチ メデ ィア ・サ ー ビスの提 供 にrl・」けて、1984年

の旧AT&Tの 分割で誕生 した7つ のRHCをrt1心 に、長距離通信事業 者、ケーブノレテレビ事業

者、ソフ ト事業者等 が相互 に連携 を行 ってい る結果 、ダ イナ ミックな競争 市場 が創出 されつつ あ

る。また、RHC同 士 が他地域 のケー ブル テ レビ事業 、携帯 ・自動車電話事業 に進 出す るな ど相

互に競い合ってい るほか、地域通信事業者の長距 離通信事業へ の参 入を図 るこ とによ り、競 争の

ダイナ ミズムを一層高 めよ う とす る政策が志向 されつつあ り、 この よ うな動 きの中で地域通信 市

場の活1生化が進みつっあ る。

一方、我が国の地域情報通信市場 には電気通信改革以 降 もNTTの 独 占的地域網 が存在 し、競

争が十分進展 してい る とはいえない。

このため、郵政省で は、6年11月 、「CATVを 利 用 した電話サー ビ スの事業化ガ イ ドラ イン 」

を発表 し、情報通信分野 にお け る新 しいビジネ ス として、CATV電 話の事業化 を推進 してい る

ところであ り、 中長期 的 な地域通信分野 の活性 化が期 待 され る。

3情 報通信産業のダ イナ ミズムの創 出

社会経済がボーダ レス化す る中で 、産業 の持続的 発展及び雇用の確保 は、我が国の最 重要課題

となってい る。

情報通信産業 は、 それ 自体が高 い成長性 を秘 めた21世 紀 の基幹産業で あ る とともに、マルチ メ

ディア時代の中核産業 として、 その在 り方が我 が国の産業構 造の変革 に大 きな影響 を 与える もの

と期待 されて いる。

また、情報通信分野 においては、昭和60年 の競争導 入後10年 が経 過 し、光 ファ イバ等 によ る情

報通信基盤 の整備、通信 と放送の融合、マルチ メデ ィア化、 グ ローバル化、 移動1重f、亨の 発展等の

新 しい状況 も生 じつつ あ る。

この ような状況 を踏 まえ、ボーダ レス社会 にお いて我が国経済 の発展 及び消費者 の利益向上 を

図る観点か ら、我が国 の情報通信産業の 中核 とな る電気通信事業者間 の公正かつ有効 な競争条件

の整備を徹底 す る中で、情報通信市場の一層の活性 化 を促進 し、情報通イ、1産業 の競 争力の向上 を

図るこ とは重要 な政策課題で あ る。
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一 第5章 高度情報通信社会をめざして

こう した状況 の中で、NTTの 在 り方 につ いて は、2年3月 の 「日本電信 電話株式会社法附則

第2条 に基づ き講 ず る措 置」にお いて、公正有効競争 の促進 、NTTの 経 営 の向上等 の措置の結

果 を踏 まえ、NTTの 在 り方 につ いて7年 度 に検討 を行 い、結論 を得 るこ と とされ ている。

これ らの状況及 び経緯 を踏 まえ、7年4月 、郵政省 は電気通信審議 会 に対 して、情報通信産業

のダ イナ ミズムの創 出 に向 け、NTTの 在 り方 につ いて諮問 し、 これ を受 けて、電気通信審議会

で は、約1年 をか けてNTTの 在 り方 につ いて討議 を行 う予 定で あ る。

第2節 競争力ある情報通信産業の振興

1独 創性の あ る通信 ・放送 ソフ ト開発環境の実現

従来、情報通信分 野 にお ける研究開発 はハー ドに対す る比重が高 かったが、デ ジタル技術の進

展 を核 とす る情報通信 のマル チ メデ ィア化 に伴 い、ATM技 術 をは じめ とす るネ ッ トワーク技術

において も、セ ッ ト ・トップ ・ボ ックス等の端末 において も、 ハー ドよ りも通信 ソフ トウェア、

放送 ソフ トの重要性 が高 まって きてい る。この よ うな変化 に伴 い、第3章 で概観 して きたよ うに、

マルチ メデ ィア に関す る主要技術や システムの研究開発 をめ ぐる企 業提携 の動 きにお いては、通

信 ・放送 ソフ ト開発企業が その 中核 となっ てい る。

この よ うに、通信 ・放送 ソフ トはマルチ メデ ィア時代 に向 け重要性 を増 して い るが、 その研究

開発 や創作 には高 い独創 性が必要であ り、米 国で は裾野の広 い人材 と資本 を もとに多種多様 なベ

ンチャー企業が参入 し、多 くの成功 を収 めてお り、魅 力的で、かつ競争力の高 い製 品や作品、サ

ー ビスを世界市場 に投 入 して い る ところで あ る
。

21世 紀 のグ ローバル な情報通信市場 を射程 に、各国の情報 通信 産業 が独創1生を競 う時代が到来

しつつあ り、我 が国 にお いて も国際競争 力のあ る情報通信産業 を振興 す るため、魅 力あ る通信 ・

放送 ソフ ト開発 に資 す る、 人材 育成体制 の整備 や情報通信 ニュー ビジネ スへの支 援措置の充実等

を図 る必要 があ る。

このため、郵政省で は、7年1月 か ら 「マル チメデ ィア に対応 した人材育成 のあ り方 に関する

調査研究会」 を開催 し、 マル チメデ ィア等 に対応 した人材 育成 のあ り方 に関 して、具体的 な指針

を と りま とめ る とともに、放送高度化基盤 開発事業、 インテ リジェ ン ト放送 システム研究開発基

盤施 設整備 事業等 を推進 し、放送 ソフ トの制作 支援 を行 ってい る。
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第2節 競争 力あ る情報 通信 産業 の振興 一『、一三

2マ ルチメデ ィア化やグ ローバ ル化 に対応 した研究開発体制の整備

従来、我 が国の情報通信技術 に関す る研究開発体制 は、NTTやNHKが 高 い技術 力等 を背景

に基礎研究か ら開発研究 までの幅広 い分野で主導 な役割 を果た し、 メーカーは主 に応 用研究 ・開

発研究を、国は郵政省通信総合研究所等での基礎 研究 を行って きて いる。

近年、デ ジタル技術 の進展 を背景 に、通信 ・放送 ・コンピュータの融 合が技術的 に可能 とな り

っっあ り、多種 多様 なマルチメデ ィア ・アプ リケー シ ョンの開発 に向 けて、従来 の業種 の枠組 を

越えた異業種 の研究機関 ・企業が相互 に提携 した り、競争す る動 きが活 発化 してい る。 また、 多

様なマルチメデ ィア ・アプ リケー シ ョンの実現 に不可欠 な各アプ リケー ションに共通的 に利 用 さ

れる基礎 的 ・汎用的技術 につ いては、 コス トや研究期間の点で の大 きな リスクを克服 し、 その円

滑で、かつ早期 の研 究開発の実施 が重要 になってい る。

このような環境 変化 に対応 し、 マルチ メデ ィア時代 にふ さわ しい新 しい研究開発体 制の構築 が

求められてお り、産 ・学 ・官 の適切 な役割分担 と連携 体制の構 築、基礎的 ・汎用的技術 開発 に対

する国の先導的役割 の充実等 を図 る必要 があ る。

また、 第1章 で述べ たよ うに、 先進各 国におけ る情報 通信基盤整備 を背景 に、 シーム レスで、

グローバル な情報 通信基盤 の整備 の動 きが進展 しつつあ り、21世 紀 のマルチメデ ィア時代 にお い

ては、 これを基盤 としたグ ローバ ル な情報通信市場の形成が予想 され る。

このような動 きが進 展す る中、米 国情報通信産業 にお いては、 その ソフ ト分野 におけ る高 い国

際競争力を背景 に、デ ファク トスタンダ ー ドと知的所有権 を基盤 として将来 のグ ローバル市場 に

対応 しよう としてお り、我 が国情報通信産業 において も、従来の国内市場 に依存 した研究開発か

らグ ローバ ル市場 に対応 可能 な研究 開発体制 の構築 を図 る必要があ る。

これ らのマルチ メデ ィア化及 びグ ローバル化 に伴 う研究開発体 制の環境 変化 に対応す るた め、

郵政省で は、6年11月 か ら 「マルチ メデ ィア時代 の情報通信産業の在 り方 に関す る調査研究会」

を開催 し、マルチ メデ ィア化 やグ ローバル化 に対応 した我が国の研究開発の今後 の在 り方等の検

討を行っている。 また、通信総合研究所 において、超 高速ネ ッ トワー ク技術、ユ ニバーサル技 術

等の情報通信基盤技術 の研 究開発 を行 うこ ととしてい るほか、通信 ・放送機構 を通 じた先導的研

究開発を推進 してい る。
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'第1き節謄シ轟ムレスで均衡のとれた情報通信基盤の整備

1我 が 国の情報通信基盤の整備

マルチ メデ ィア化 をは じめ とす る情報通信 の高度化 は、多様 化す る利用者 ニー ズに対応す るも

のであ り、在宅 医療支援 、 フルサ ービス ・ネ ッ トワー ク等 の多様 なマル チメデ ィア ・アプ リケー

シ ョンの実現 とそれに よる情報通信市場 の活 性化 は、 高齢化社会 への対応、持続 的経済発展の実

現等の様 々な課題 の克服 に資す るこ とが予想 され る。

この よ うなマル チメデ ィア ・アプ リケー シ ョンの実現 のため には、広 帯域 ・大容量 の光 ファイ

バ網 を中心 とす る情報 通信基盤 の構築 が不可欠で あ り、 その早 期実現 に向 けて、ネ ッ トワークィ

ンフラ整備 の推進 、通信 ・放送 融合等 マルチ メデ ィア環境 の検 討 が必要で あ る。

このため、郵政省で は、新 しい特別融資制 度の創設等 によ り、加入者系 光 ファイバ網の整備を

推進 してお り、 また、6年7月 か ら 「21世紀 に向 けた通信 ・放送 の融合 に関す る懇談会 」を開催

す るな ど、 マルチ メデ ィア環境 の整備 に向 けた取組 を推進 してい る。

2相 互接続性 ・相互運用性の ある情報通信基盤の整備

国際社会 のボーダ レス化 や文化交流 の進展 を背景 に、 インターネ ッ トの利 用者数 ・トラヒック

の急増等 にみ られ るように情 報通信のグ ローバ ル化 に対 す るニーズが急速 に高 まってお り、多様

なマルチ メデ ィア ・アプ リケー ションを提供 しうるグ ローバル な情報通信基盤 の構 築が求 められ

て いる。

一方
、各国 においては、情報通信基盤 の整備 は、21世 紀 に向 け、各 国が直面 してい る諸課題の

解決 に重要 な役割 を果 たす との観 点か ら、情報通信基盤 整備 に向 けた政策 を実行 に移 しつつある

ところであ るが、 グ ローバ ル な情報通信基盤 の構 築 に当たっては、 開発途上 国の情報通信 の高度

化 に対 す る適切 な協 力策 を講 じて い くとともに、相互接続i生 ・相互 運用性 を確保 す るため、国際

的 な連携 を とりつつ推 進 して い くこ とが重要で あ る。

そこで、我 が国 においては、 この よ うな状況 変化 に的確 に対応す るた め、相互接 続1生 ・相互運

用性 のあ る情報 通信基盤 の実現 に向 け、 国際的 なビジ ョン共有 、国際的 アプ リケー ションの共同

実験 や研究開発、 マル チメデ ィア時代 にふ さわ しい標準化 を図 ってい く必要 が あ る。

このため・郵政省で は、6年10月 に電気通信審 義会に対 して、「21世紀 を展望 した高度i青報通信

基盤 の整備 に向 けた国際的連携 の在 り方 につ いて」の諮 問 を行 ってい るほか、7年2月 ブラッセ

ル(ベ ルギー)で 開催 された 精 報 社会 に関す る関係 閣僚会合 」等 にお いて積極 的 な政 策対話を

推進 し、国際的 な連携 を深 めてい る。

遜醗434



第4節 利 用者 ニー ズに資 す る情報 通信 サー ビスの提供 麗 蝋囲

第4節 利用者ニーズに資する情 報通信サービスの提供'

1ニ ーズに対応 したアプ リケーシ ョンの開発 ・普及の 支援

21世紀のマル チメデ ィア時代 にお いては、広帯域 ・双方向性等 のマルチ メデ ィアの特徴 を生か

した魅力あ る情報通信サ ー ビスが提 供 され るよ うにな る と考 えられ るが、ユ ーザ オ リエ ンテ ッ ド

よ性格の強 いマルチ メデ ィア市場 において個1生化 ・多様 化の著 しい利 用者 ニーズ に対応 した魅 力

ぢるアプ リケー シ ョンを開発 ・普及す るには、大 きな開発 コス トや リスクを伴 うこ とが予想 され

る。また、情報通信基盤整備 の先行整備期 間(2000年 まで)に おいては、 まだ市場規模が大 き く

ないことか ら、企業 によ る本格的 な参 入は難 しい。

そこで、アプ リケー シ ョンの開発 ・普及 につ いては、公共部門が先導 的役割 を果 たす こ とによ

って、民間部門の事業 意欲 を刺激 す る とともに、財政的支援 等 に よ りその加速 を図 ってい くこ と

ド不可欠であ る。具体 的 には、民 間企業 が行 うには コス トや研究期 間の点で リスクの大 きい基礎

1勺・汎用的技術等の研究開発の推進、一般 の人々 にアプ リケー ションの有用性 を示 す先端的 ・モ

ヂノレ的なプ ロジェク トに対す る支援 、公共分野 のアプ リケー ション開発 ・導 入及び行政の情報化

D推 進による民間分野の需要の喚起等 を行 って い く必要が あ る。

このため、郵政 省で は、前述 の よ うに郵政省通信総合研究所等 において基礎 的 ・汎用的技 術の

肝究開発を推進 してい るほか、 「新世代 通信網パ イロ ッ トモデル事業」や 「広帯域ISDN実 用化

莫験」に対す る支援、 「地域 ・生活 情報 通信基盤高度化事業」の推進、 「マルチ メデ ィア時代 にお け

る郵便サー ビスに関す る調 査研 究会」の開催、 「郵政 行政情報化5か 年計画」の策 定等 の施策 を行

っている。

2利 用者 利益 の 向 上

総理府 が7年1月 に実施 した 「暮 ら し と情 報 通 信 に関 す る世 論調 査 」 に よ る と、 マ ノレチ メデ ィ

堕 は じめ とす る今 後 の情 報 通 信 の 高 度化 の進 展 に よ り、「い つで も、 どこで も欲 しい情 報 を入 手

ごきるよ うにな り、知識 が 豊 か に な る」(43.1%)、 「遠 隔 医療 サ ー ビ スや遠 隔 福 祉 サ ー ビ スの実現 に

駒 、家庭 で 手 軽 に高 度 な医療 ・福 祉 サ ー ビ ス を受 け られ るよ うに な る」(36.6%)、 『青報 通 信 を利

目して、 家 にい なが らに して、 シ ョ ッピ ング や レ ジ ャー を楽 しむ こ とがで き るよ うに な り、 暮 ら

.が 豊 か にな る」(24.2%)が 上 位 に挙 げ られ てお り、我 が 国 の 国民 生活 全般 に大 きな効 用 を もた

}す と考 え られ る(第3-5-4-1図 参 照)。
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一 暖第5草 高度情報通信社会をめざ して

第3-5-4-1図 マルチメデ ィアをは じめ とす る情 報通信 の高度化の利点

0(複 数回答)50%

いつ で も、 ど こで も欲 しい情 報 を人 手 で きる よ うに な り、 知

識 が 豊か に な る

遠 隔 医 療 サ ー ビ スや 遠 隔福 祉 サ ー ビスの 実 現 に よ り、家 庭 で

手 軽 に高 度 な 医療 ・福 祉 サ ー ビス を受 け られ る よ う に な る

情 報 通 信 を利 用 して 、 家 に い なが ら に して、 シ ョ ッピ ン グや

レジ ャー を楽 しむ こ とが で きる よ う に な り、 暮 ら しが 豊 か に

なる

地域 間 の情 報 格 差 が 少 な くな って い く

在宅 勤 務 の進 展 や テ レ ビ会議 の 利 用 に よ り、労 働 時 間 や通 勤

時 間 が短 縮 され 、 暮 ら しに ゆ と りが増 え る

遠 隔 教 育 や 電 子 図 書 館 等 の実 現 に よ り、教 育 や 文 化 の水 準 が

向 一ヒす る

情 報 通 信 を通 じて 、遠 隔 地 や 外 国 の 人 々 と交 流 す る こ とが で

き る よ うに な り、交 際 範 囲や 行 動 範 囲 が 拡 大 す る

情 報 通 信 を利 用 して 、 自分 の 意 見 や 音 楽 、 映像 等 の作 品 を多

くの 人 に伝 達 で き る よ う にな る

特 に な い

わ か ら ない

43.1

36.6

24.2

155

15,1

12.0

11.8

ll.8

ll5

15.6

「暮 ら し と情 報 通 信 に関 す る世 論 調 査 」(総 理 府:7年1月)よ り作 成

この よ うな高度 な情報通信の利 用 による豊 か な暮 らしを実現 す るためには、その大前提 として、

個 人や企業等 の利用者が 情報通信サ ー ビスを利用 しやす い仕組 み を構 築す るこ とが重要であ り、

全ての利用者が容易 にアクセ ス可能 な利 用者本位 の料金体系 の整備 や社会 的 に公平 な情報通信サ

ー ビスの提供 の在 り方の検討が必要 とな
ってい る。

また、同世論調査 による と、今後 の情報 通信 の高度化の進展 に対す る問題点 として、プ ライガ

シーの侵害や情報利 用弱者 が取 り残 され るこ とに対 す る懸念が多 く(第3-5-4 -2図 参照)、

誰 もが容易 に、かつ安心 して情報通信サ ー ビスを利用で きる環境 の構 築 も必要で あ る。

このた め、郵政省で は、6年10月 か ら 「マル チメデ ィア時代 のユニバ ーサルサー ビス ・料金に

関す る研究会」 を開催 し、 マルチ メデ ィア時代 にお ける料金 とユ ニバ ーサ ルサー ビスの在 り方に

つ いて検討 をお こなってい る とともに、6年12月 か ら開催 してい る 「電子 情報 とネ ッ トワーク禾!

用 に関す る調査研 究会」 にお いては、信頼で きるネ ッ トワー ク利 用環境 の実現 に向 けた方策 を検

討 して いる。
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第4節 利用者 ニー ズ に資 す る情 報通 信サ ー ビ スの提 供 一二二.一・

第3-5-4-2図 マルチメデ ィアをは じめ とする情報通信の高度 化の問題点

0(複 数回答/50・ 〔,

プライバシーの侵害や情報通信を利用 した誹諺中傷が横行

する

多種多様な大量の情報が氾濫 し、物事の判断が難 しくなる

情報利用弱者が取 り残 される

情報通信ネットワークを利用 した虚偽情報の提供等の犯罪
が増加する

情報通信サービスの利用による出費が増える

人々が情報通信ネッ トワークを通 じて同様の情報を入手す
るようになり、ひとりひとりの個性が失われる

情報通信メディアを通 じて、人々の意見が操 られるように
なる

東京等大都市からの情報が氾濫 し、地域の個性が失われる

その他

特にない

わからない

37.0

259

25.4

16.4

15.9

14.1

8.5

lL4

0.1

13.1

165

「暮 らしと情報通信 に関す る世論 調査」(総 理府7年1月)よ り作成
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